
２ ． 改正後の『 人材確保等促進税制』

改正後は、 国内設備投資要件を撤廃した上

で、 人材育成への投資特典としての教育訓練

費の上乗せはそのままに、 新卒・ 中途採用に

よる外部人材の獲得をメインとした『 人材確

保等促進税制』 へと生まれ変わります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

１ ． 従来の『 所得拡大促進税制』

中小企業者等が適

用できる『 所得拡大

促進税制』 は、 『 賃

上げ税制』 とは異な

り“ 賃上げ” の要件のみですが、 右上のよう

に2つあります。

これらの要件をすべて満たした場合の税額

控除は、 全体の賃上げ（ 増加額） がベースで

す。 また、 『 賃上げ税制』 と同様、 上乗せ措

置はありますが、 この場合の要件は『 賃上げ

税制』 と異なり、 教育訓練費の増加以外にも
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中小企業向けの 『所得拡大促進税制』

要件があります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

２ ． 改正後の『 所得拡大促進税制』

改正により簡素化され、 賃上げ要件として

求められる値は“ 全体” のみとされました。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

いずれの改正も、 令和3年4月1日以降開始

事業年度（ 個人（ 所得税） は令和4年分） か

ら適用開始となります。

 継続雇⽤者の賃上げ
要件

 全体の賃上げ要件

(※) 経済産業省HP「 令和3年度 経済産業関係 税制改正について」 https: //www. meti . go. j p/mai n/yosan/yosan_fy2021/pdf/zei sei . pdf

税理士法人石井会計

一定期間取引停止後、弁済がない場合等の貸倒れ

【基本通達】

 (１) 

 (2) 

【要件】
・ 最終取引から1年以上動きがないこと
・ 継続的な取引であること
・ 全額を貸倒処理せず、備忘価額1円を残して損金処理をすること

【参考】法律上の貸倒れとは

 ⾧引くコロナ渦の影響に伴う、コロナ関連倒産件数は2020年839件、2021年1,746件、2022年は10月
21日現在で1,735件と増加しています。業種別件数上位は飲食店（639件）、建設・工事業（548件）、
食品卸（220件）となっています。（帝国データバンク）
 来春よりゼロゼロ融資返済が開始することに伴い、今後、売掛金の回収が困難となるケースも出てくる
ことが予想されます。そういった場合に貸倒損失として処理する場合の注意点についてご紹介いたしま
す。

法人が同一地域の債務者について有する当該売掛債権の総額がその取立てのために要する旅費その
他の費用に満たない場合において、当該債務者に対し支払を督促したにもかかわらず弁済がないと
き

 継続的な取引を行っていた債務者につきその資産状況、支払能力等が悪化したためその取引を停止する
に至った場合に適用されます。不動産取引のようにスポットで取引を行った債務者に対して有する取引に
係る売掛債権については、適用されません。

 法的整理手続きによる貸倒れとは、①会社更生法による更生計画、②会社法による特別清算に係る協
定、③民事再生法による再生計画となっており、いずれも裁判所による認可の決定を受けることが要件と
なっています。
 これらは裁判所の監督のもとに行われ、法律上、債権の切捨てという手続きを伴うものであるため、上
述した[基本通達]にかかわらず貸倒れの損金性が問題となることは通常ありません。損金算入の時期につ
いては、裁判所による認可決定のあった日の属する事業年度に損金となります。
 なお、法人の破産手続きについては、裁判所が破産法人に財産がないことを公証の上で廃止決定または
終結決定を出し、法人の登記が閉鎖され、この決定がなされた時点で破産法人は消滅します。その時点が
貸倒れの時期となると考えられます。

債務者との取引を停止した時（最後の弁済期又は最後の弁済の時が当該停止をした時以後である場
合には、これらのうち最も遅い時）以後1年以上経過した場合（当該売掛債権について担保物のあ
る場合を除く。）

 債務者について次に掲げる事実が発生した場合には、その債務者に対して有する売掛債権について法人
が当該売掛債権の額から備忘価額を控除した残額を貸倒れとして損金経理をしたときは、これを認める。


